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１．議事 

（１）議案第１号：2025年度事業報告について 

 2025 年度も地域づくりに関わる「A．支援・協力事業」、「Ｂ．人材の育成・研修事業」、「Ｃ．調査・

研究事業」、「Ｄ．情報発信事業」を活動の 4 本の柱として取り組みました。 

  

「Ａ．支援・協力事業」は、地域住民が主体的に取り組む地域づくり支援（地域運営支援）と、行政が

主体的に関わり地域運営組織を形成する地域づくり支援（協働支援）に取り組みました（１０事業）。 

このうち、住民自治組織からの依頼により住民主体で行う地域運営支援は６事業です。 

 10 事業のうち、5 事業が昨年度からの継続の事業で、5 事業が今年度新規に関わる地域となっていま

す。これらの地域は農林水産省のモデル事業である「農村ＲＭＯ」に取り組んでいる地域であり、これ

までいわせんが取り組んできた一般ＲＭＯ1のノウハウを生かしながら、農地保全や営農も含めた農村

支援に取り組みました。 

 

 「Ｂ．人材の育成・研修事業」として、地域づくりや地域運営に関わる人材の研修事業に取り組みま

した（３事業）。今年度は特に国土交通省の補助事業を直接受託し、農村地域の主要な課題である地域交

通や移動の問題に取り組む人材の育成に取り組みました。 

  

 「Ｃ．調査・研究事業」は、公共交通に関する調査研究事業（８事業）行いました。このうち地域交

通計画の策定（2 事業）のほか、昨年度実施した地域交通計画の推進に関わる事業（4 事業）あり、計画

に基づいてバス路線の見直しや乗合タクシーの導入支援に取り組む体制が確立されています。 

 

 「Ｄ．情報発信事業」は、今年度特に受注が増えました。そのため事業を、主に地域づくりに関わる

情報誌やパンフレット等をデザインする「地域づくり情報誌系」、公共交通のマップや時刻表、お知らせ

チラシ等を作成する「公共交通系」と、総合計画冊子のデザインやハザードマップ等、民間企業からの

発注などを中心とした「中間支援系」の事業に整理し、取り組みました。 

 

 

  

 
1 一般ＲＭＯ（地域運営組織）とは、地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成さ

れ、地域内の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向け

た取組を持続的に実践する組織を指します。主に小学校区を範囲として取り組む地域が多いです。 
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2025 年度 事業報告 

2025 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日まで 

（総括） 

2025 年度は「支援・協力事業」を 10 事業、「人材の育成・研修事業」を３事業、「調査・研究事

業/政策提言事業」を８事業、「情報発信事業」を 22 事業実施しました。 

表 2025 年度の事業一覧                           非：非営利事業 

 

 

種類 事業内容 依頼者（委託者） 備考 

Ａ 

支
援
・
協
力
事
業
（1

0

） 

＜地域運営支援＞ *地域住民主体活動の支援 

1．奥州市藤里地区 コミュニティ計画推進にかかる支援業務 藤里振興会 住民団体 

2．奥州市伊手地区 旧小学校校舎の小さな拠点化によるにぎわいと 
暮らしづくり事業者支援業務 

一般社団法人いであい 企業等 

3．奥州市衣川南股地区 農地農業マップ作成業務 南股地区センター 住民団体 

4．宮城県白石市白川地区 生活交通検討支援 new! 白川地区公民館 住民団体 

5．二戸市太田地区 農村ＲＭＯ形成支援業務 new! 岩手県県南広域振興局 行政 

6．福島県白河市旗宿地区 住民主体による生活支援調査検討業務 
旗宿農村ＲＭＯビジョン作成支援 new! 

農村ＲＭＯ旗宿 
地域づくり協議会 

住民団体 

7．長崎県五島市山内地区 農村ＲＭＯ活動に係る伴走支援業務 new! 
岐宿まちづくり 
協議会山内支部 

住民団体 

＜協働支援＞ *住民と行政の協働活動の支援 

8．久慈市 ふるさと未来づくり事業中間支援業務 久慈市 行政 

9．秋田県横手市 吉田地区地域運営組織形成の伴走支援業務 new! 秋田県横手市 行政 

10．奥州市 地域計画に関する話し合い体制構築支援業務 奥州市 行政 

Ｂ 
人
材
育
成

（
３
） 

11．モビリティ人材育成業務 非 new! 国土交通省 企業等 

12．青森県 ＪＲ津軽線の代替交通の検討支援 new! 
(株)ジェイアール 

東日本企画 
企業等 

13．京都府 むらづくり研修業務 new! 京都府 行政 

Ｃ 

調
査
研
究
・
政
策
提
言
（
８
） 

14．田野畑村 公共交通調査等支援業務 
田野畑村地域公共交通 

活性化協議会 
行政 

15．岩手町 地域公共交通計画推進業務 岩手町 行政 

16．宮城県涌谷町 地域公共交通再編検討支援業務 
涌谷町 

地域公共交通会議 
行政 

17．住田町 地域公共交通計画等策定支援業務 
住田町 

地域公共交通会議 
行政 

18．北上地域 公共交通計画策定支援業務/ 
北工業団地における企業及び地域との協働による 
移動の足の確保に関する協働運営支援業務 

北上市 行政 

19．遠野市 地域公共交通計画策定業務 遠野市 行政 

20．山形県庄内町 地域公共交通計画策定支援業務委託 new! 山形県 庄内町 行政 

21．山形県最上町 地域交通リ・デザイン推進事業支援業務 new! 山形県 最上町 行政 



3 

 

種類 事業内容 依頼者（委託者） 備考 

情
報
発
信
事
業
（2

2

） 

＜地域づくり応援系＞ 

22．田野畑村明戸地区 情報誌「おすぱらぐ」制作業務）非 
おすぱらぐ縮刷版編集発行支援業務非 

明戸の元気応援団 住民団体 

23．奥州市伊手地区 デザイン業務 
伊手農村農業活性化 

協議会 
住民団体 

24．遠野市宮守 まちづくり計画デザイン印刷業務 
宮守銀河まちづくり 

協議会 
住民団体 

25．北海道岩内町 情報誌などの作成費 岩内町 行政 

26．山形県鶴岡市朝日地区 朝日の山の恵みシールデザイン new! 
大泉地域ビジョン 

推進委員会 
住民団体 

27．紫波町赤沢地区 広報デザイン支援業務 new! 赤沢地区社会福祉協議会 住民団体 

＜公共交通系＞ 

28．滝沢市 公共交通マップデータ作成/ 
公共交通情報発信用ノベルティ印刷業務 

滝沢市 行政 

29．福島県 公共交通マップ作成業務（福島 9 種）new! ㈱ＫＣＳ 企業等 

30．宮城県 公共交通インフラ整備ＭＡＰ更新作業 東北活性化研究センター 企業等 

31．新潟県村上市山北地域 交通パンフレット等作成業務委託 村上市 山北支所 行政 

32．山田町 コミュニティバスラッピングデザイン業務 new! 山田町 行政 

33．山形県最上町 地域交通リ・デザイン推進事業 
パンフ等作成業務 new! 

最上町 行政 

34．八幡平市 ＡＩオンデマンド交通周知デザイン一式 new! 岩手県北自動車㈱ 企業等 

35．福島県 会津高校パンフ作成支援業務 new! ㈱ＫＣＳ 企業等 

36．宮城県多賀城市 公共交通計画表紙デザイン業務 new! ㈱ＫＣＳ 企業等 

＜中間支援系＞ 

37．いわせん 20 周年記念誌デザイン印刷 非 自主事業  

38．岩手県 ＮＰＯ情報誌冊子「ＰＩＮ」デザイン制作業務 
NPO 法人いわて連携 

復興センター 
中間支援 

39．花巻市 2025 年度花巻市ハザードマップデザイン印刷業務 new! ㈲ＫＢＣ 企業等 

40．くらしの足をみんなで考える全国ﾌｫｰﾗﾑ 2025 チラシ 
くらしの足をみんなで 

考える全国ﾌｫｰﾗﾑ実行委員会 
企業等 

41．3.11 から未来の災害復興制度を提案する会提言冊子デザイン 
ＮＰＯ法人いわて 
連携復興センター 

中間支援 

42．宮城県亘理町 総合発展計画デザイン及び 
人口ビジョン創生総合戦略計画デザイン業務 new! 

ランドブレイン㈱ 企業等 

43．秋田県横手市 シン・十文字ｴﾘｱ拠点ｲﾒｰｼﾞｲﾗｽﾄ作成業務 new! ㈲ＫＢＣ 企業等 
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（講演など） 

そのほか、契約額上は当センターの受注事業ではないものの、代表理事、常務理事が個別に支援を

行った事業は以下の通りです。 

 

【広田代表理事】2025 年 5 月～2026 年 5 月 

●委員 

1 盛岡市「緑のまちづくり委員会」委員長 

2 葛巻町「総合計画・総合戦略策定委員会」委員長 

3 葛巻町「観光 DMO 協議会」有識者 

4 一関市「骨寺村荘園遺跡指導委員会」委員長 

5 一関市「本寺地区景観計画委員会」委員長 

6 一関市博物館「骨寺村落研究会」委員 

7 遠野市「遠野の景観」保存活用検討委員会」委員長 

8 釜石市「農政推進協議会」委員 

9 岩手県「多面的機能支払委員会」委員長 

10 岩手県「高田松原津波復興祈念公園有識者会議」委員 

11 岩手県「三陸ジオパーク推進協議会」有識者アドバイザー 

12 環境省「自然共生サイト認定審査委員」 

13 NPO 法人チームまちづくり理事 

14 農村計画学会顧問 

15 農村計画学会災害対応委員会委員 

16 農業工学会理事（2024 年 4 月より） 

 

●講師 

17 奥州市「協働のまちづくりアカデミー」講師 

18 岩手大学非常勤講師（三陸の研究） 

19 岩手大学非常勤講師（地域創生特論） 

20 岩手大学「アグリフロンティアスクール」講師・運営委員 

21 岩手県立宮古短大非常勤講師（地域総合講座） 

 

●地域づくりアドバイザー・コーディネーター 

22 一関市本寺地区「地域づくり推進協議会」アドバイザー 

23 奥州市胆沢区「内田たんぼの学校」アドバイザー 

24 奥州市江刺区藤里地区「地域コミュニティ計画推進委員会」アドバイザー 

25 胆沢平野土地改良区「いさわ農村活性化プロジェクト」アドバイザー 

26 遠野市小友地区「お不動みのたけ倶楽部」アドバイザー 

27 久慈市「ふるさと未来づくり事業」アドバイザー（山形地区・山根地区・夏井地区・小久慈地区） 

28 花巻市大瀬川地区「地域ビジョンづくり会議」アドバイザー 

29 葛巻町冬部地区「冬部の里づくり」アドバイザー 

30 高田松原津波復興祈念公園グループ代表者会議「協働推進グループ」代表 

31 輪島市南志見地区復興まちづくり支援（毎月現地訪問） 
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●講演・研修 

32 久慈市職員研修講師（2024 年 6 月 16 日） 

33 国交省国土管理構想研修会講師（2025 年 10 月 17 日） 

34 農村計画学会・建築学会農村計画委員会「能登合同シンポ」話題提供（2025 年 12 月 7日） 

35 いわて環境塾講演（2025 年 12 月 13 日） 

36 岩手県農村活性化シンポジウム講演（2026 年 2 月 6 日） 

37 遠野市小友地区「お不動みのたけ倶楽部」講演（2026 年 2月 20 日） 

38 一関市本寺地区重要文化的景観保存計画ワークショップ（2026 年 2 月 21 日、3 月 7 日、3 月 20 日） 

39 奥州市「協働のまちづくりフォーラム」コーディネーター（2026 年 3 月 15 日） 
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【若菜常務理事】 

●委員・アドバイザー 

1 総務省 地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する研究会委員 

2 総務省 地域力創造アドバイザー 

3 農林水産省 農村ＲＭＯ推進研究会委員 

4 農林水産省 農村コーディネーター養成講座講師 

5 国土交通省 社会資本整備審議会道路分科会 東北地方小委員会委員 

6 国土交通省東北運輸局 地域公共交通東北仕事人（アドバイザー） 

7 国土交通省北陸信越運輸局 地域交通パートナー 

8 農林水産省東北農政局 豊かなむらづくり全国表彰事業審査委員長 

9 岩手県 活力ある小集落実現プロジェクト研究会委員 

10 岩手県 中山間地域等直接支払制度推進委員 

11 紫波町 農業委員 

●R７年度 講演 

12 日本技術士会 農業部会講演会 「地域運営の実践プロセスと農村 RMO の実現に向けた課題」 

13 岩手大学農学部講義地域おこし論  農村のこれから～地域運営と農村交通～ 

14 宮城県地域づくり研修会  協働による地域づくりの進め方 

15 月刊ＮＯＳＡＩ巻頭コラム「時論」に執筆  農村ＲＭＯに学ぶ農地のみんなごと化 

16 ふるさと財団 地域未来創生スクール コミュニティ再生と地域運営～コミュニティはつくるもの～ 

17 久慈市職員研修 これからの地域づくり～地域づくりと地域運営～ 

18. 北大講義 生き残る農村の地域づくり～地域運営と中間支援～ 

19. 玉里振興会創立 20 周年記念式典 記念講演 地域づくりのこれまでとこれから～事例に学ぶ～ 

20. 寺田コミュニティセンター高齢者大学 地域の“困った”を活性化につなげる最新事例～鳥獣害対策・移動支援～ 

21. 長崎県農村ＲＭＯ研修会 生き残る農村の地域づくり～農村ＲＭＯと地域運営～ 

22. 農村ＲＭＯ中央研修会（東日本） 伴走支援と農村ＲＭＯ 

23. 農村プロデューサー養成講座  地域づくりのこれからと農村プロデューサーへの期待 

24. 奥州市地域公共交通シンポジウム コーディネーター 

25. 最上町研修会 最上町の地域づくりと地域交通を考える 

26. 第 10 回おでかけ交通博 202５ in あいづ 

27. 全国市町村長サミット 2025in 秋田 コーディネーター 

28. 人と国土 21 寄稿 小さな拠点づくりにおける“地域交通”の現状と方法 

29. 第 44 回山形県土地改良大会 持続可能な農村づくり 地域運営＋地域計画＝農村ＲＭＯ 

30 弘前大学 農村ＲＭＯ育成研修会 農村ＲＭＯ 将来を見据えながらのはじめの一歩 

31 第 37 期全国地域リーダー養成塾 伴走支援とＮＰＯ 

32 京都府むらづくり研修 生き残る地域の地域づくり～地域運営と農村ＲＭＯ～ 

33 庄内町地域づくり研修会 生き残る地域の地域づくりの始め方～地域運営と担い手づくり～ 

34 最上町区長連絡協議会 地域づくり懇談会 かしこいクルマの使い方〜住民による住民のための交通づくり〜 

35 大鋸屋地区「生活支援」研修会  これからの地域交通を考える〜住民による住民のための交通づくり〜 

36 五島市山内 農村ＲＭＯ 獣害対策の事例 

37 東北農政局 ＲＭＯ推進フォーラム（東北） 農村ＲＭＯの入口と出口～生き残る地域の地域づくり～ 

38 二戸市太田地区地域づくり研修会 生き残る地域の地域づくりの始め方～地域運営と担い手づくり～ 

39 道総研まちづくり塾 地域運営組織の必要性と組織づくりのポイント～生き残る地域の地域づくり～ 

40 二戸振興会 農村地域コーディネーター養成研修会 農村地域コーディネーター養成研修会 

41 相馬地区地域交通セミナー これからの地域交通を考える〜住民による住民のための交通づくり〜 

42 東北運輸局仕事人会議 地域運営×地域交通の取り組みの紹介 

43 長崎県 五島市職員研修 地域運営組織の必要性と組織づくりのポイント～生き残る地域の地域づくり～ 

44 山形県中津川_国土管理構想 中津川の未来を考える研修会 地域管理構想と農村ＲＭＯ 
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Ａ１．支援・協力事業【地域運営支援】 

事業名 １.奥州市藤里地区 コミュニティ計画推進にかかる支援業務 

依頼者 藤里地区振興会 
継 続 

実施地区 奥州市江刺区藤里地区 

事業概要 

本業務は、藤里地区の地域コミュニティ計画の推進支援を行うもので、昨年度に裁定され

た地域コミュニティ計画（2025～2034 年度）に盛り込まれた 6 テーマ・20 事業について優先

順位を定めて、実際に事業をスタートさせた。2025 年度の第 1 回から第 4 回の推進委員会

で、最初に手がけるべき事業として、生活交通、環境整備（草刈り支援）、産直、情報発信の

4 事業を選定し、具体的な内容を検討した。そして第 5 回推進委員会以降に、生活交通、産

直、情報発信について具体的な活動を開始している。 

なお、本年度は、初年度ということもあり、とりあえず計画推進部のメンバーのみで事業を

担うものとした。最後に、2026年 2月 4日には、本年度の取り組みの振り返りを行った。 

 

年月日 内容（〇印は広田出席） 

2025/4/21 〇地域コミュニティ計画推進委員会打合せ 

2025/5/19 〇第 1回地域コミュニティ計画推進委員会（コアメンバ

ー） 

2025/6/10 〇第 2回地域コミュニティ計画推進委員会 

2025/6/23 〇第 3回地域コミュニティ計画推進委員会 

2025/7/31 〇第 4回地域コミュニティ計画推進委員会 

2025/9/12 第 5 回地域コミュニティ計画推進委員会（コアメンバー） 

2025/10/22 地域内交通に関する勉強会(NPO法人いわて地域づくりセンター） 

2025/12/3 市営バス乗車体験（伊手～岩谷堂） 

2025/12/27 「こっちゃこふじさと」インスタグラム開設 

2026/1/25 ふじさとミニ産直の企画開催 

2026/2/4 〇第 6回地域コミュニティ計画推進委員会 
 

今後の展望 

2026 年度は、地域コミュニティ計画の 1 年目に取り組んだ事業をさらに進めて、形が見える

成果を上げることが重要である。計画推進部以外の住民をできるだけ巻き込む形で実施でき

るとよい。 

  

第 2 回伊推進委員会 第 4 回推進委員会 
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事業名 
２.奥州市伊手地区 旧小学校校舎の小さな拠点化による 

にぎわいと暮らしづくり事業者支援業務 

依頼者 一般社団法人いであい 
継 続 

実施地区 奥州市伊手地区 

事業概要 

 伊手地区では昨年度まで 3 か年活用した農村ＲＭＯモデル事業（農水省補助）が終了した

ことを受けて、今年度は総務省の補助事業を活用して 2026年 4月オープン予定の旧小学校

の準備や鳥獣害対策に関わる事業などに取り組んだ。 

 

＜事業内容＞ 

（1） なりわいづくり事業に係る支援 

・みのり大学開催 

・けもの大学開催 

・耕作放棄地の活用 

・鳥獣対策としての未利用果樹の収穫と伐採木の利用 

（2） 暮らしの安心づくり事業に係る支援 

・買い物ツアーの開催と通院支援の実施 

（3） その他事業実施に当たり関連する事業 

今後の展望 

 いよいよ 2026 年 4 月に旧小学校がリニューアルオープンする。宿泊業や加工場の活用な

ど地域内外の交流拠点、なりわい拠点の運用が始まるため、その運営体制の構築も含めた

伴走支援が必要となる。2026 年度は伴走支援の一定の区切りの年度としての支援を心がけ

る。 

 

 

 

 

1 月 19 日奥州市長との意見交換 ３月３日 未利用果樹の活用とおもちゃ美術館の研修 
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事業名 ３.奥州市衣川南股地区 農地農業マップ作成業務 

依頼者 奥州市 衣川南股地区センター 
継 続 

実施地区 奥州市衣川南股地区 

事業概要 

奥州市衣川南股地区は 2024 年度から農林水産省の農村 RMO モデル形成支援事業

の補助を受け、①農用地保全、②地域資源管理、③生活支援に取り組んでいる。この

うち、農用地保全活動の一環として、地区が実施した農地所有者の意向調査結果のマ

ップ化作業を支援した。マップ化は QGIS（GIS フリーソフト）で作業した。2025年

度は昨年に続き、残り４地区（大原・河内・畦畑・楢原）の農地農業マップを作成した。 

今後の展望 
南股地区は 2026 年度が農村ＲＭＯ最終年となる。その後の活動の礎となる地理デ

ータの整備を引き続きサポートする。 

 

QGIS で作成した農地マップ 
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事業名 ４.宮城県白石市白川地区 生活交通検討支援 

依頼者 白川地区公民館 
新 規 

実施地区 宮城県白石市白川地区 

事業概要 

 白石市では、小原地区が市内で初めて地区公民館が中心となった住民同士のボランティ

ア送迎を行っている。白川地区公民館も同様に市の支援を受け、ボランティア送迎の検討を

重ね、実証運行まで取り組んだ。 

 白川地区は、小原地区と比べて市街地に近いことから市街地内のスーパー等に直接行け

る方法を模索し、結果的に市内のタクシー会社の協力を得て、買い物ツアーを 2 回実施し

た。 

今後の展望 

 市の補助を受けて実施していることから、市の意図（タクシー事業者優先、地区外不可等）

を重視せざるを得ず、地域の希望であった「住民による送迎」の実現はできなかった。実証運

行の結果を丁寧に分析し、タクシー事業者へのヒアリング等も行い、住民、事業者、行政３者

の折り合う点の模索を今後も続けていく必要がある。 

 

  
8 月 25 日 検討会 

住宅地図を色塗りし、必要としている住民の人数と 

状況を整理した。 

10 月 21 日 事務局会議 

運転ボランティア候補者も含めて、住民主体のボランテ

ィア送迎の実証運行方法の検討を行った。 
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事業名 ５.二戸市太田地区 農村 RMO形成支援業務 

依頼者 岩手県県南広域振興局 
新 規 

実施地区 二戸市太田地区 

事業概要 

二戸市浄法寺の太田地区は農村ＲＭＯモデル事業の採択を目指すこととし、採択に

向けて地域住民による話合いや地域活動の中心となる人材育成を行うことで事業内容

の整理や申請書作成等の伴走支援を行った。 

 

1）集落住民等による話合い（ワークショップ）のコーディネーター 

 ・集落の課題整理と課題解決方法についての話合いコディネート（3回） 

2）地域活動の中心となる人材育成（座学研修） 

・農村 RMOに関心を持つ地域活動の中心となる人材育成研修会の開催（１回） 

3）農村 RMO モデル形成支援事業採択へ向けた支援（上記 1）と同時実施可） 

・農村 RMOモデル形成支援事業の制度内容に関する説明・事例説明（1回） 

・事業申請に必要な書類（申請書、事業計画書）の作成支援（2回） 

今後の展望 

 太田地区は無事に農村ＲＭＯのモデル事業に採択された（令和８～10 年）。太田地区で

は、青年部が中心となって特産品の開発や販売を中心とした活動を進めることを目指してい

ることから、必要に応じて有識者等につなげるなど伴走支援に取り組む。 

 

  

２月 13 日 農村ＲＭＯの事例紹介や学習会 ２月 20 日 県職員や市町村職員の研修会 
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事業名 
６.福島県白河市旗宿地区 住民主体による生活支援調査検討業務 

旗宿農村ＲＭＯビジョン作成支援 

依頼者 農村ＲＭＯ旗宿地域づくり協議会 
新 規 

実施地区 福島県白河市 旗宿地区 

事業概要 

 旗宿地区は当該年度から農村ＲＭＯモデル事業（農林水産省）を受け、活動を開始した。こ

れまで中山間直接支払制度を活用して取り組んできたボランティア送迎「ぐっと楽カー」の継

続と、農村ＲＭＯ１年目で作成する必要のあるビジョンづくりの支援を行った。 

■旗宿地区の住民主体による生活支援調査検討業務 

地域住民（高齢者等）が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう送迎や買い物支援のニー

ズ調査を行い、事業の円滑な運営及び改善に向けた検討を行った。 

1） 情報収集・整理・分析 

2） 関係者ヒアリング 

3） 勉強会、視察調整 

4） チーム会議 

5） 提案とりまとめ 

■旗宿農村 RMOビジョン作成支援 

地域として目指す将来像、その実現に向けた事業展開の方向性等をとりまとめ、デザイン

した。 

1） 協議会運営支援 

2） アンケート作成分析 

3） ビジョン作成 

今後の展望 

 旗宿では、白河市職員 2 名が支援に入っていたが、住民の主体性を促すためにどの程度

関与すればよいのか迷い、その結果ほとんど活動が進まずに、年末過ぎに当センターに依

頼が来た状況であった。ビジョンの策定から実地体制の再構築、そして実践に向けての具体

的なプロセスを協議し、取り組む中で市も積極的に関与し、活動が動き始めることができた。

しかし、新年度は市の担当者が異動になったことにより、これまで市に頼っていた分、地元の

主体性が必要になることから、適切な伴走支援に取り組んでいく。 

 

  

12 月 2 日 協議会との協議 ２月２日 ビジョン策定ＷＳの様子 
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事業名 ７.長崎県五島市山内地区 農村ＲＭＯ活動に係る伴奏支援業務 

依頼者 岐宿まちづくり協議会山内支部 
新 規 

実施地区 長崎県五島市 山内地区 

事業概要 

岐宿町山内地区では高齢化・人口減少の進行により、農業生産活動のみならず地域資源

の活用や高齢者の生活など集落維持に必要な機能の低下が懸念されており、持続的な集落

運営を行うため、2024 年度から農村 RMOの活動を開始した。その農村 RMOの活動を推進

するため、地域の実情を踏まえた知見から当該活動の伴走支援を行い、地域の自律的・持

続的な運営実現を支援することを目的に行った。 

① 活動実施の伴走支援 

・現地訪問（2回）による事業進捗確認と助言 

・関係者に向け勉強会 

② 講演会・ワークショップの支援 

・住民向けの講演（1回） 

・ワークショップの開催 

・農地マップの作製 

③ フォローアップと評価 

・課題改善策の検討と今後の活動に係る提案 

今後の展望 

 山内地区は農村ＲＭＯモデル事業 2 年目であったが、それまでの活動はイベントが中心で

あり、農用地保全や生活支援活動はなかなか進んでいなかった。そこで、岩手県内各地で実

施してきた農用地保全に向けた農地マップづくりのノウハウを生かし、マップづくりに取り組

み、大いに意欲が高まった。その一方で、これまでの活動の結果若手が離れてしまっており、

新年度においては運営体制の見直しについても支援が必要となっている。 

 

  

1 月 14 日 若手の意見交換 3 月 5 日 農地マップづくり WS 
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Ａ２．支援・協力事業【協働支援】 

事業名 ８.久慈市 ふるさと未来づくり事業中間支援業務 

依頼者 久慈市 
継 続 

実施地区 久慈市内 8地区 

事業概要 

(1) ８地区の未来づくり事業支援 

 昨年度に引き続き、市内 8 地区の未来づくり事業を支援した。 

①山形地区：山形ビジョン推進委員会を 5 回実施し、実践プロジェクトの検討を行う

とともに、ビジョン実現のための協働の提言をまとめ、市長に提出した。実践プロジ

ェクトは、前年度から引き続いて、渓流活用・情報発信（2 チームを合体）、高齢者

の見守り体制づくり、子育て支援の 3 つを実施した。渓流活用は、昨年度結成された

ドローン撮影チームが引き続き活発に活動を継続し、子育て支援については、3 歳未

満の幼児保育と学童保育の導入が実現した。見守りについては、見守りカードの完成

をもって一区切りつけることとなった。（次ページに活動一覧表） 

②小久慈地区：集落支援員（やませデザイン会議）を通じて、小久慈まちづくり協議

会の役員会、ならびに、朝市、カフェ、桜、小久慈焼きの 4 チームの活動を支援した。

また、集落支援員による全町内会ヒアリングを実施し、まち協との連携強化のきっか

けづくりを行った。 

③山根地区：集落支援員（やませデザイン会議）および山根支所を通じて、やまね未

来づくり会の支援を行った。同会のなりわい、くらし、つどい、ぶんかの 4 つの委員

会は引き続き活発に活動しており、人口が少ない中でも活気のある地域を維持してい

る。また、山根地区の若い移住者との連携も少しずつ進みつつある。 

④夏井地区：夏井まちづくり協議会の前事務局長の突然の死去により協議会の活動の

停滞が続いており、その打破のきっかけとして、小久慈地区で実施した町内会ヒアリ

ングを行うこととした。来年度も継続の予定である。 

⑤その他（侍浜、大川目、宇部、長内）：各地区のまちづくり協議会の状況を、久慈市

および集落支援員から報告を受け、随時アドバイスを行った。 

 

(2) 協働と地域づくりに関する職員研修：広田と若菜で 1 回ずつ、計 2 回実施した。

今年度からは研修の企画と実施は、久慈市地域づくり振興課と NPO 法人やませデザ

イン会議が受け持ち、我々はアドバイスのみとした。研修内容は、各市民センターの

地域づくり支援の実態に基づくもので、受講者の反応は良かった。 

 

(3) 中間支援人材育成研修：毎月、久慈市役所において（一部オンライン）、NPO 法人

やませデザイン会議および久慈市地域づくり振興課とともに、各地区の現状把握と次

の対応についての打合せを行った。これを通して、地域づくり支援の考え方や方法を

具体的に身につけてもらえた。 

 
〇山形地区の活動経過 

第 1 回 5 月 21 日 ・ミニ講話「実現する提言を作ろう－提案型提言」       

 講師 いわて地域づくり支援センター広田純一 

現地視察 6 月 25 日 山形市内 旧小国小学校、旧霜畑小学校、旧繋小学校 

第 2 回 6 月 25 日 ・各プロジェクトについて「地域ができること」を考えた 

事例視察 8 月 27 日 南郷村「山の楽校」、階上町「SakazukiBASE」視察。 

第 3 回 10 月 8 日 ・「行政にしてもらいたいこと」を考える。 

第 4 回 12 月 23 日 ・「提言書」（案）を校正 

第５回 2 月 27 日 ・「提言書」（案）を最終校正 

市長訪問 4 月 24 日 ・委員長・副委員長が代表し、完成した提言書（やまがたビジ

ョン添付）を市長に手渡した。 

・提出した提言書を一般公開（予定） 
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今後の展望 

2025 年度で、いわせんとしての久慈市の未来づくり事業支援はひとまず完了する。ただ

し、広田は、引き続きアドバイザーとして NPO 法人やませデザイン会議、ならびに久慈市地

域づくり振興課を支援していく予定である。 

また、2027 年度から久慈市の中央市民センターが指定管理となる予定であり、新しい中間

支援体制への移行に対してもアドバイスを継続していくつもりである。 

 

  

山形地区 市長への提言書の提出（2026 年 4 月 24 日） 山形地区霜畑小学校視察（2025 年 6 月 25 日） 

  

山根未来づくり会合同委員会（2026 年 2 月 26 日） 小久慈地区合同チーム会議（2026 年 3 月 23 日） 
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事業名 ９.秋田県横手市 吉田地区地域運営支援形成の伴走支援業務 

依頼者 秋田県横手市 
新 規 

実施地区 秋田県横手市吉田地区 

事業概要 

 横手市は地区公民館を中心に 33 の地域運営組織の形成を進めており、年に数地区

ずつ地域運営組織の立ち上げをサポートしてきたが、2025 年度は初めて立ち上がって

数年たったが活動が停滞している地区のテコ入れ支援を吉田地区で行った。具体的に

は地区が実施したアンケートの分析と活用、既存事業の棚卸しをワークショップ形式

で行い、それらを基に新たな活動一覧をビジョンとして取りまとめた。 

今後の展望 

 これまでは運営委員会を開催してもほとんど意見が出されず、公民館職員中心に進めてき

たが、ワークショップ形式ではたくさんの意見が出され、運営委員の主体性が促されるととも

に職員も認識を新たにすることができたようであった。2026 年度は運営委員が主体となった

事業実施体制に取り組んでいくための伴走支援に取り組む。 

  

  
１月 16 日 ビジョン検討ワークショップ 3 月 9 日 ワークショップの結果を踏まえ、 

ビジョンとりまとめの事務局打ち合わせ 
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事業名 10.奥州市 地域計画に関する話し合い体制構築支援業務 

依頼者 奥州市 
継 続 

実施地区 奥州市 ７地区 

事業概要 

2025 年度に地域計画に関する話し合いを実施していない 12 地区のうち希望する

地区において話し合い支援を実施した。 

小山徳岡他計 6 地区においては地域の状況に合わせて１～２回の話し合い支援を

行い、農用地の耕作状況の把握から困りごと、みんなで取り組んだらよいと思う対

策案についての話し合いの支援を行った。さらに希望のあった 7 地区のうち梁川地

区については話し合い体制の構築を目指し、複数回のワークショップおよび推進委

員らによる話し合いを行った。話し合いに際しては、奥州市内の支援人材を積極的

に活用し、継続して支援できる体制構築も目指した。 

 また、市内全域の地域計画推進委員および奥州市職員に対して、地域計画の趣旨

や具体的な策定と実現に向けた支援の方法について、山形から有識者（高橋信博氏）

を招いて研修会を実施した。 

 

表 業務の内容 

項目 内容 対象地区（WS回数） 

１）話し合い体制未整

備地区の支援 

話し合い体制構築支援 梁川（3回） 

話し合いの基盤づくり

支援 

小山徳岡（2 回）、江刺愛宕（1

回）、田原（1回）、玉里（1回） 

胆沢愛宕（1回）、広瀬（1回） 

２）地域計画推進研修

会の開催 
地域計画推進委員対象 1回 

 

今後の展望 

 どの地区においても「このような話し合いの場があってよかった」という感想が聞かれ、改

めて農地についての話し合いの場を継続的に設けていく必要性を実感した。地域計画の

実践事例をしないで作っていくことも含めて、2026年度も継続して支援していく。 

 

  

2 月 14 日 梁川地区の農地マップづくりＷＳ 2 月 5 日 胆沢小山地区の地域計画共有ＷＳ 
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Ｂ．人材の育成・研修事業 

事業名 11.モビリティ人材育成業務 非 

依頼者 国土交通省の補助事業 
新 規 

実施地区 盛岡市 宮城県（仙台市 涌谷町） 山形県（天童市） 

事業概要 

 地域交通と地域づくりを両方について必要な知識と調整スキルの向上を行い、地域公共

交通の再構築を実現する人材を増やすことを目的として研修プログラムを構築した。 

① オンライン講義（Zoom開催） 

地域交通の専門家による講義。リ・デザインの基本プロセスや事例を学び、ワークや質

疑等を行った。夏 2回 秋 2回 計 4回開催 参加人数 81名 

② ワーク研修 

ケーススタディに対するロールプレイング等ワークショップ形式での研修により、多様な

主体の連携方法等を学び、参加者同士の情報共有により、自らの地域の課題を客観視

するとともにヒントを得ることを目指す。夏 1回 秋 1回 計 2回 参加人数 27名 

③ 実地研修 

現場においてを実践し、リ・デザイン提案を取りまとめ、専門家による講評 夏 1回 秋 1

回 計 2回 参加人数 16名 

今後の展望 
 2025年度に構築した人材育成プログラムを 2026年度も引き続き開催するとともに、育成し

た人材が各地で活躍できる仕組みとして「人材バンク」の構築を目指す。 

 

 

講座チラシ 

 

１月８日 実地研修＠山形県天童市 

 

11 月 17 日 ワーク研修＠仙台市 
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事業名 12.青森県 ＪＲ津軽線の代替交通の検討支援 

依頼者 (株)ジェイアール東日本 
新 規 

実施地区 青森県今別町、外ヶ浜町 

事業概要 

 JR 津軽線の蟹田駅〜三厩駅間（28.8km）は 2022 年の大雨被災以降運休し、2027 年 4 月

1日に廃止され、バス・乗り合いタクシー等の自動車交通へ転換されることが決まっている。そ

の後の代替交通の運営主体として JR 東日本と今別町、外ヶ浜町の３者が NPO 法人を立ち

上げることが決まっていたため、NPO 法人の立ち上げ方と２町にまたがる総合的なバスネット

ワークのつくり方についてのアドバイスを行った。また、３月には２町の交通担当者および交

通事業者へのヒアリング調査、乗車体験を行い、より具体的な運営と運行方針のあり方を検

討した。 

今後の展望 

 NPO法人は２０２６年１月に設立され、およそ１年かけて運行準備を行っていくこととなる。実

際にどのように路線を引き、誰が運行を行うのか、運営はどのように行うのかなどについては

これから検討していくこととなるため、引き続き伴走支援を行っていく。 

  

  

今別町と外ヶ浜町の町営バス乗継場 廃線となった JR 津軽線の終点駅 

 

事業名 13.京都府 むらづくり研修業務 

依頼者 京都府 
新 規 

実施地区 京都府 

事業概要 
 農村ＲＭＯの担当職員や地元住民、中間支援人材に対して、農村 RMO に関する講演を

行うとともに、住民の主体的な参画を促す体験ワークショップを開催した。 

今後の展望 
 京都府については単発の研修であったが、今後も他の都道府県、市町村に対して、求

めに応じて体験ワークショップを積極的に実施していきたい。 
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Ｃ．調査研究／政策提言 

事業名 14～21．公共交通に関する計画策定および運行支援 

依頼者 

（実施地区） 

田野畑村 岩手町 住田町 遠野市 北上市 継続 

宮城県涌谷町 山形県庄内町 最上町 新規 

事業概要 

 2024 年度に地域交通計画を策定した市町村については計画事業の実践をサポー

トして、乗合タクシーの導入支援や路線見直しの住民説明支援等を行った。また、

岩手町ではバス路線の廃止の申し出を受けた対応として、乗合タクシーの導入支援

を行い、乗合タクシーがすでに導入されている最上町ではその見直し等をアドバイ

ス支援を行うなど、地域の実情に合わせた多様な支援に取り組んだ。 

 a.地域交通計画の推進支援 …北上市、山形県庄内町 

 b.地域交通計画の推進支援 …岩手町、住田町、遠野市、涌谷町 

 c.既存の公共交通ネットワークの見直し支援 …岩手町、山形県最上町 

 d.地域交通の伴走支援 …田野畑村 

今後の展望 

 燃料の高騰やドライバーの高齢化等今後も公共交通の継続は困難な状況が続く

ことが予想され、地域交通の再構築がさらに求められることから、支援人材の育成

も含めて、今後も地域の実情に応じた丁寧な支援を行っていく。 
  

  

住田町 公共交通会議運営支援 北上市 交通事業者ヒアリング 

  

宮城県涌谷町 バス乗車体験 山形県最上町 自家用有償運送相談 
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Ｄ1．情報発信【地域づくり支援】 

事業名 22～27.地域づくり応援系広報デザイン 

事業名 

【継続】田野畑村明戸地区情報誌おすぱらぐ作成業務非／20 周年記念縮刷版デザイン印

刷業務非／遠野市まちづくり計画デザイン印刷業務／奥州市伊手デザイン業務／北海道

岩内町情報誌作成業務 

【新規】山形県鶴岡市朝日地区山の恵みシールデザイン／紫波町赤沢広報デザイン支援業

務 

 

  

今後の展望 

田野畑村明戸における情報誌の発行等については、今後も継続的な支援を行ってま

いります。 

また、他業務を進める中で、シールの作成や移動販売事業における看板制作など、

自力での対応が難しいとの相談を受ける機会もあることから、こうしたニーズに対す

る支援についても引き続き実施してまいります。 
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Ｄ2．情報発信【公共交通】 

事業名 28～36.公共交通系広報デザイン 

事業名 

【継続】インフラ整備ＭＡＰ／山北地域交通パンフ修正／滝沢市交通ノベルティ業務 

【新規】福島県公共交通マップ作成業務（福島 9 種／山田町コミュニティバスラッピングデザ

イン業務／山形県最上町令和７年度地域交通リ・デザイン推進事業パンフ等作成業務／八

幡平市ＡＩオンデマンド交通周知デザイン一式／福島県会津高校パンフ作成支援業務／宮

城県多賀城市公共交通計画表紙デザイン業務 

  

福島交通マップ 

  

八戸市ＡＩオンデマンド交通周知デザイン 多賀城市公共交通表紙 
 

今後の展望 

公共交通パンフレットや MAP の更新業務は、引き続き支援を行ってまいります。

また、同様の業務を他市町村で実施する際に、再度依頼頂くケースが増加しており、

今期も積極的に支援していきます。 

近年は AI 技術の進展により一般的なチラシデザイン等での受注は減少が見込まれ

ますが、公共交通分野のデザインは正確性や視認性、細かな確認・修正が求められる

ため、引き続き需要が見込まれます。今後もスキル向上に努めつつ支援していきます。 

またイラストについて、これまでは素材を活用しておりましたが、オリジナルを作

画して欲しいという依頼が増加しました。評判も良く、継続してご依頼いただくケー

スが増えていることから、今後も強化していきます。 
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Ｄ3．情報発信【中間支援】 

事業名 37～43.中間支援系広報デザイン 

事業名 

【継続】20 周年記念誌／ＰＩＮ／くらしの足をみんなで考えるフォーラムチラシ／震災復興制

度提案冊子 

【新規】花巻市ハザードマップデザイン印刷業務／宮城県亘理町総合発展計画デザイン及

び人口ビジョン創生総合戦略計画デザイン業務／秋田県横手市シン・十文字ｴﾘｱ拠点ｲﾒｰ

ｼﾞｲﾗｽﾄ作成業務 

  
花巻市ハザードマップデザイン（地図部分以外のデザイン） 

  

亘理町総合発展計画デザイン 

 

横手市十文字エリア拠点イメージイラスト 
 

今後の展望 

行政に加え民間企業からも、各種計画に伴う MAP デザインや計画書のデザイン清

書、事業イメージ図の制作など、幅広い分野での依頼が増加しています。今後も同様

の案件が見込まれており、引き続き支援を行ってまいります。 
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（２）議案第２号：2025年度活動決算について 

 

（事業ごとの予算と決算） 

支援・協力事業は 13,404 千円、人材育成・研修事業は 7,915 千円、調査協力・政策提言事業は

13,929 千円、情報提供事業は 15,781 千円の決算額となりました。 

種類 事業内容 
依頼者 

（委託者） 

予算額 
（千円） 

決算額 
（千円） 

Ａ 

支
援
・
協
力
事
業
（1

0

） 

＜地域運営支援＞ *地域住民主体活動の支援 

1．奥州市藤里地区 コミュニティ計画推進にかかる支援業務 藤里振興会 200 100 

2．奥州市伊手地区 旧小学校校舎の小さな拠点化による 
にぎわいと暮らしづくり事業者支援業務 

一般社団法人い
であい 

3,000 3,000 

3．奥州市衣川南股地区 農地農業マップ作成業務 
南股地区センタ

ー 
 693 

4．宮城県白石市白川地区 生活交通検討支援 白川地区公民館  143 

5．二戸市太田地区 農村ＲＭＯ形成支援業務 
岩手県県南広域

振興局 
 338 

6．福島県白河市旗宿地区 住民主体による生活支援調査検討 
業務/旗宿農村ＲＭＯビジョン作成支援 

農村 RMO 旗宿地
域づくり協議会 

 3,520 

7．長崎県五島市山内地区 農村 RMO 活動に係る伴走支援業務 
岐宿まちづくり 
協議会山内支部 

 1,474 

■奥州市 胆沢地区農村活性化支援業務  300  

■花巻市 大瀬川地区の将来ビジョンの策定支援業務  310  

＜協働支援＞ *住民と行政の協働活動の支援 

8．久慈市 ふるさと未来づくり事業中間支援業務 久慈市 2,189 2,189 

9．秋田県横手市 吉田地区地域運営組織形成の伴走支援業務 秋田県横手市 495 462 

10．奥州市 地域計画に関する話し合い体制構築支援業務 奥州市  1,485 

小計 6,494 13,404 

Ｂ 

人
材
育
成
・
研
修
事
業

（
３
） 

11．モビリティ人材育成業務 非 国土交通省 7,985 7,453 

12．青森県 ＪＲ津軽線の代替交通の検討支援 
㈱ジェイアール 
東日本企画 

― 341 

13．京都府 むらづくり研修業務 京都府 ― 121 

■いわセン塾  200  

■二戸振興局 地域コーディネーター育成支援業務  583  

■宮城県 中間支援人材研修  500  

小計 9,268 7,915 

Ｃ 

調
査
研
究
・
政
策
提
言
（
８
） 

14．田野畑村 公共交通調査等支援業務 
田野畑村地域公共

交通活性化協議会 
792 792 

15．岩手町 地域公共交通計画推進業務 岩手町 ― 834 

16．宮城県涌谷町 地域公共交通再編検討支援業務 
涌谷町地域公共

交通会議 
2,770 2,662 

17．住田町 地域公共交通計画等策定支援業務 
住田町地域公共

交通会議 
2,783 2,783 

18．北上地域 公共交通計画策定支援業務/ 
北工業団地における企業及び地域との協働による 
移動の足の確保に関する協働運営支援業務 

北上市 1,320 1,802 

19．遠野市 地域公共交通計画策定業務 遠野市 4,400 2,900 

20．山形県庄内町 地域公共交通計画策定支援業務委託 山形県 庄内町 1,016 1,016 

21．山形県最上町 地域交通リ・デザイン推進事業支援業務 山形県 最上町 1,232 1,140 

小計 14,313 13,929 
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種類 事業内容 
依頼者 

（委託者） 
予算額 
（千円） 

決算額 
（千円） 

情
報
発
信
事
業 

＜地域づくり応援系＞ 

22．田野畑村明戸地区 情報誌「おすぱらぐ」制作業務）非 
おすぱらぐ縮刷版編集発行支援業務非 

明戸の元気 
応援団 

400 382 

23．奥州市伊手地区 デザイン業務 
伊手農村農業活
性化協議会 

396 900 

24．遠野市宮守 まちづくり計画デザイン印刷業務 
宮守銀河まちづ
くり協議会 

― 260 

25．北海道岩内町 情報誌などの作成費 岩内町 ― 232 

26．山形県鶴岡市朝日地区 朝日の山の恵みシールデザイン 
大泉地域ビジョ
ン推進委員会 

― 66 

27．紫波町赤沢地区 広報デザイン支援業務 
赤沢地区社会福

祉協議会 
― 260 

＜公共交通系＞ 

28．滝沢市 公共交通マップデータ作成/ 
公共交通情報発信用ノベルティ印刷業務 

滝沢市 773 1,156 

29．福島県 公共交通マップ作成業務（福島 9 種） ㈱ＫＣＳ 300 2,490 

30．宮城県 公共交通インフラ整備ＭＡＰ更新作業 
東北活性化研究

センター 
― 13 

31．新潟県村上市山北地域 交通パンフレット等作成業務委託 村上市山北支所 ― 301 

32．山田町 コミュニティバスラッピングデザイン業務 山田町 ― 253 

33．山形県最上町 地域交通リ・デザイン推進事業 
パンフ等作成業務 

最上町 ― 1,202 

34．八幡平市 ＡＩオンデマンド交通周知デザイン一式 
岩手県北自動車

㈱ 
― 497 

35．福島県 会津高校パンフ作成支援業務 ㈱ＫＣＳ ― 703 

36．宮城県多賀城市 公共交通計画表紙デザイン業務 ㈱ＫＣＳ ― 198 

＜中間支援系＞ 

37．いわせん 20 周年記念誌デザイン印刷 自主事業 0 0 

38．岩手県 ＮＰＯ情報誌冊子「ＰＩＮ」デザイン制作業務 
NPO 法人いわて連
携復興センター 

539 554 

39．花巻市 2025 年度花巻市ハザードマップデザイン印刷業務 ㈲ＫＢＣ 3,344 3,344 

40．くらしの足をみんなで考える全国ﾌｫｰﾗﾑ 2025 チラシ 
くらしの足をみん

なで考える全国ﾌｫｰ

ﾗﾑ実行委員会 

― 59 

41．3.11 から未来の災害復興制度を提案する会 
提言冊子デザイン 

NPO 法人いわて連
携復興センター 

― 195 

42．宮城県亘理町 総合発展計画デザイン及び 
人口ビジョン創生総合戦略計画デザイン業務 

ﾗﾝﾄﾞﾌﾞﾚｲﾝ㈱ ― 2,600 

43．秋田県横手市 シン・十文字ｴﾘｱ拠点ｲﾒｰｼﾞｲﾗｽﾄ作成業務 ㈲ＫＢＣ ― 116 

小計 5,752 15,781 

 35,827 51,029 
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（決算書） 

 2025年度は、経常収益が 51,207,906 円、経常費用が 36,708,244円、当期正味財産増減額は 10,014,062

円となりました。 

2025 年度 活動計算書 

2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 

  

(1/2) （参考）

科目
2024年度

決算
2025年度
予算　①

2025度
決算　②

差額
②－①

Ⅰ　経常収益

１．受取会費

    正会員受取会費 33,000 60,000 36,000 △ 24,000 

　　受取補助金 0 7,985,300 7,453,113 △ 532,187 

    事業　収益 31,257,654 27,641,970 43,575,110 15,933,140 

　　受取講師料等 0 200,000 0 △ 200,000 

    受取　利息 11,666 12,000 41,922 29,922 

　　雑収益 150,955 0 101,761 101,761 

経常収益  計 31,453,275 35,899,270 51,207,906 15,308,636 

Ⅱ　経常費用

１．事業費

(1)人件費

      給料　手当(事業) 12,298,837 12,987,774 13,596,150 608,376 

      役員　報酬(事業) 1,440,000 1,440,000 1,440,000 0 

      臨時雇賃金(事業) 739,500 360,000 1,048,992 688,992 

        人件費計 14,478,337 14,787,774 16,085,142 1,297,368 

(2)その他経費

      外　注　費 4,344,660 1,000,000 5,032,500 4,032,500 

      諸　謝　金 172,507 2,013,816 50,000 △ 1,963,816 

      印刷製本費(事業) 1,849,188 1,663,050 2,508,535 845,485 

      会　議　費(事業) 337,236 56,000 47,697 △ 8,303 

      旅費交通費(事業) 1,231,940 2,074,527 1,445,189 △ 629,338 

      車両燃料費(事業) 146,923 167,000 119,258 △ 47,742 

      通信運搬費(事業) 626,758 367,200 96,091 △ 271,109 

      事務用消耗品(事業) 24,079 27,000 12,596 △ 14,404 

      水道光熱費(事業) 14,080 0 0 0 

      賃  借  料(事業) 41,130 2,254,543 707,018 △ 1,547,525 

      広告宣伝費（事業） 84,710 0 0 0 

      接待交際費(事業) 87,300 19,000 13,550 △ 5,450 

      新聞図書費(事業) 4,400 4,400 2,530 △ 1,870 

      保　険　料(事業) 0 0 500 500 

      諸　会　費(事業) 5,000 5,000 5,000 0 

      租税　公課(事業) 0 0 1,150 1,150 

      支払手数料(事業) 10,209 12,000 9,616 △ 2,384 

      支払寄付金(事業) 0 0 

      雑　　　費(事業) 34,000 10,000 0 △ 10,000 

        その他経費計 9,014,120 9,673,536 10,051,230 377,694 

事業費  計 23,492,457 24,461,310 26,136,372 1,675,062 
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2025 年度 活動計算書 

2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 

  

(2/2) （参考）

科目
2024年度

決算
2025年度
予算　①

2025度
決算　②

差額
②－①

２．管理費

(1)人件費

      給料　手当(管理) 2,588,663 2,732,226 3,097,850 365,624 

　　　役員報酬 0 60,000 60,000 0 

      法定福利費 2,575,011 2,720,000 2,673,384 △ 46,616 

      福利厚生費 53,180 60,000 20,320 △ 39,680 

        人件費計 5,216,854 5,572,226 5,851,554 279,328 

(2)その他経費

      業務委託費 66,000 66,000 66,000 0 

      印刷製本費 20,680 20,680 6,000 △ 14,680 

　　　外　注　費 0 0 20,000 20,000 

      会　議　費 31,927 31,927 19,408 △ 12,519 

      旅費交通費 6,560 6,560 24,560 18,000 

      車　両　費 159,049 70,000 158,950 88,950 

      通信運搬費 208,088 208,088 221,924 13,836 

      事務用消耗品 242,236 251,996 276,620 24,624 

　　　備品消耗品 0 0 107,940 107,940 

      修　繕　費 0 0 0 0 

      水道光熱費 230,950 230,950 209,494 △ 21,456 

      地代　家賃 792,000 792,000 792,000 0 

      接待交際費 3,417 3,417 10,000 6,583 

      新聞図書費 39,600 39,600 44,000 4,400 

      減価償却費 147,575 0 0 0 

      保　険　料 126,570 126,570 144,980 18,410 

      中退共掛金 528,000 528,000 528,000 0 

      諸　会　費 1,375 1,375 1,375 0 

      リース　料 37,920 37,920 20,856 △ 17,064 

      租税　公課 1,479,720 1,296,000 2,034,770 738,770 

      支払手数料 17,995 17,995 28,241 10,246 

      雑　　　費 0 0 5,200 5,200 

        その他経費計 4,139,662 3,729,078 4,720,318 991,240 

          管理費  計 9,356,516 9,301,304 10,571,872 1,270,568 

       経常費用  計 32,848,973 33,762,614 36,708,244 2,945,630 

          当期経常増減額 △ 1,395,698 2,136,656 14,499,662 12,363,006 

Ⅲ　経常外収益

　　過年度損益修正益 0 0 0 0 

    経常外収益  計 0 0 0 0 

Ⅳ　経常外費用

　　固定資産売却損 0 0 0 0 

　　過年度損益修正損 0 0 0 

    経常外費用  計 0 0 0 0 

       税引前当期正味財産増減額 △ 1,395,698 2,136,656 14,499,662 12,363,006 

       法人税、住民税及び事業税 72,000 72,000 4,485,600 4,413,600 

          当期正味財産増減額 △ 1,467,698 2,064,656 10,014,062 7,949,406 

          前期繰越正味財産額 35,032,006 35,032,006 33,564,308 △ 1,467,698 

          次期繰越正味財産額 33,564,308 37,096,662 43,578,370 6,481,708 
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2025 年度 貸借対照表 

2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで 5 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 

 

科目

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

      　現　　　金 5,898 

      　普通　預金 43,416,382 

      　未　収　金 14,650,903 

      　立　替　金 0 

      流動資産合計 58,073,183 

２．固定資産

      車両運搬具 1 

      什器　備品 3 

      敷　　　金 120,000 

      預託金 11,480 

   　 固定資産合計 131,484 

  資産の部  合計 58,204,667 

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

    未　払　金 7,387,029 

    預　り　金 1,482,168 

    未払法人税等 4,485,600 

    未払消費税 1,271,500 

      流動負債  計 14,626,297 

  負債の部  合計 14,626,297 

Ⅲ　正味財産の部

    前期繰越正味財産額 33,564,308 

    当期正味財産増減額 10,014,062 

　　　正味財産　計 43,578,370

   正味財産　計 43,578,370 

   負債・正味財産合計 58,204,667 

[税込]（単位：円）

金額
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＜参考＞  

【未収金の内訳】 

 

 
【未払金の内訳】 

 

 
【預り金の内訳】 

 

  

[税込]（単位：円）

科目 期末残高 5/26入金済み 5/26未収

未収金

田野畑バス 792,000 792,000 0

久慈まち 2,189,000 2,189,000 0

岩手町バス 418,000 418,000 0

涌谷バス 2,662,000 2,662,000 0

北上バス 1,449,800 1,449,800 0

横手市吉田 462,000 462,000 0

奥州人農地 1,485,000 1,485,000 0

ＪＲ 341,249 341,249 0

亘理町冊子 2,600,000 0 2,600,000

滝沢パンフ 1,156,100 1,156,100 0

会津高校ﾊﾟﾝﾌ 703,164 703,164 0

多賀城表紙 197,890 197,890 0

震災冊子 194,700 0 194,700

0

0

　    合計 14,650,903 11,856,203 2,794,700

[税込]（単位：円）

科目 期末残高 5/26支払済み 5/26未払い
未払金

職員 5,170,693 5,170,693 0
業者 364,014 364,014 0
社会保険料 725,187 164,198 560,989

カード 1,127,135 1,127,135 0

　    合計 7,387,029 6,826,040 560,989

[税込]（単位：円）

科目 期末残高 5/26支払済み 5/26未払い
預り金

社会保険料 708,543 153,880 554,663
雇用保険 80,088 0 80,088
源泉所得税 359,037 0 359,037

住民税 334,500 0 334,500

　    合計 1,482,168 153,880 1,328,288
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2025 年度 財務諸表の注記 

2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 

 

 

 
  

１．重要な会計方針

　計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年７月20日　2011年11月20日一部改正NPO法人

会計基準協議会）によっています。

(1).固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産：定率法

(2).消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

２．事業費の内訳

　事業費の区分は別紙の通りです。

３．固定資産の増減内訳

[税込]（単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

（有形固定資産）

　車両運搬具 2,931,640 0 0 2,931,640 △ 2,931,639 1

　什器　備品 1,400,638 0 0 1,400,638 △ 1,400,635 3

　    合計 4,332,278 0 0 4,332,278 △ 4,332,274 4
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2025 年度 事業別収支の状況 

2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 

  

1

科目 法人本部
1藤里ま
ちづくり

2伊手ま
ちづくり

3南股
QGIS

4白石白
川

5二戸RMO
6白河市
旗宿

7五島
QGIS

8久慈ま
ちづくり

9横手市
吉田

経常収益 87,833 100,000 3,000,000 693,000 143,000 337,832 3,520,000 1,474,000 2,189,000 462,000

（人件費）

  給料　手当(事業) 66,270 11,737 1,815,807 111,761 98,284 50,562 450,967 247,092 355,713 197,326

  役員　報酬(事業) 360,000 55,000 1,025,000

  臨時雇賃金(事業) 33 10 11,228 53 10 26 261 109 168 15,632

    人件費計 426,303 66,747 1,827,035 111,814 98,294 50,588 451,228 247,201 1,380,881 212,958

（その他経費）

  外　注　費(事業) 253,000

  諸　謝　金

  印刷製本費(事業) 1,000 200 200 7,271 1,150

  会　議　費(事業) 2,600

  旅費交通費(事業) 45,070 57,810 6,000 56,860 7,040 109,282 419,172 174,360 35,224

  車両燃料費(事業) 1,348 21,404 2,429 2,148 3,531 7,304 6,739

  通信運搬費(事業) 6,660 480

  事務用消耗品(事業)

  会場　借料(事業）

  接待交際費(事業) 13,550

  新聞図書費(事業) 2,530

  保　険　料(事業)

  諸　会　費(事業)

  租税　公課(事業) 150

  支払手数料(事業) 1,579

    その他経費計 0 46,418 358,554 6,200 59,289 9,188 113,013 419,172 191,144 43,113

      合計 426,303 113,165 2,185,589 118,014 157,583 59,776 564,241 666,373 1,572,025 256,071
管理費合計 437,720 30,485 701,033 162,558 30,485 81,281 802,640 335,284 593,896 111,756
法人税住民税 0 10,380 311,550 71,970 14,850 35,080 365,550 153,070 227,330 47,980
当期経常増減額 △ 776,190 △ 54,030 △ 198,172 340,458 △ 59,918 161,695 1,787,569 319,273 △ 204,251 46,193

2

科目
10奥州市
人農地プ

ラン

11人材モ
ビリティ

12ＪＲ
13京都府

研修
14田野畑

バス
15岩手町

バス
16涌谷町

バス
17住田バ

ス
18北上バ

ス
19遠野バ

ス

経常収益 1,485,000 7,453,113 341,249 121,000 792,000 834,350 2,662,000 2,783,000 1,801,800 2,900,000

（人件費）

  給料　手当(事業) 355,820 2,820,222 121,934 67,746 355,656 254,080 553,445 603,251 289,661 672,397

  役員　報酬(事業)

  臨時雇賃金(事業) 659,490 26 10 17,217 45,909 208 6,811 99 221

    人件費計 1,015,310 2,820,222 121,960 67,756 372,873 299,989 553,653 610,062 289,760 672,618

（その他経費）

  外　注　費(事業) 3,674,000 440,000

  諸　謝　金 50,000

  印刷製本費(事業) 200 25,507 91,685 500 151,568 150,073 218,524 377,336

  会　議　費(事業) 44,265

  旅費交通費(事業) 74,890 153,200 24,381 67,800 15,650 21,010 3,030 2,560 7,160

  車両燃料費(事業) 5,580 6,458 2,016 4,236 5,487 4,565 2,356 8,765

  通信運搬費(事業) 300 9,944 640 710 600

  事務用消耗品(事業) 12,596

  会場　借料(事業） 707,018

  接待交際費(事業)

  新聞図書費(事業)

  保　険　料(事業) 500

  諸　会　費(事業)

  租税　公課(事業) 1,000

  支払手数料(事業) 2,245 1,575 330 143

    その他経費計 133,215 4,635,063 24,381 67,800 94,671 20,386 178,775 157,668 663,583 394,861

      合計 1,148,525 7,455,285 146,341 135,556 467,544 320,375 732,428 767,730 953,343 1,067,479
管理費合計 345,440 0 81,281 30,485 193,044 193,044 640,090 650,243 304,795 680,722
法人税住民税 154,220 0 35,440 12,570 82,250 86,650 276,450 289,010 187,120 301,160
当期経常増減額 △ 163,185 △ 2,172 78,187 △ 57,611 49,162 234,281 1,013,032 1,076,017 356,542 850,639

[税込]（単位：円）

[税込]（単位：円）
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2025 年度 事業別収支の状況 

2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 

 

3

科目
20庄内町

バス
21最上バ

ス
22おすぱ

らぐ
23伊手デ
ザイン

24宮守計
画

25岩内情
報誌

26朝日ロ
ゴシール

27赤沢広
報

28滝沢パ
ンフ

29福島９
種

経常収益 1,015,564 1,139,600 381,900 900,000 259,600 232,100 66,000 259,600 1,156,100 2,489,872

（人件費）

  給料　手当(事業) 358,499 309,024 90,020 184,733 71,996 75,770 10,892 50,357 229,345 528,034

  役員　報酬(事業)

  臨時雇賃金(事業) 76 86 160,066 20 17 3 20 29,355 188

    人件費計 358,575 309,110 90,020 344,799 72,016 75,787 10,895 50,377 258,700 528,222

（その他経費）

  外　注　費(事業) 77,000

  諸　謝　金

  印刷製本費(事業) 500 164,264 227,984 95,086 16,442 34,208 511,143 500

  会　議　費(事業)

  旅費交通費(事業) 38,720 53,470 1,760 4,640

  車両燃料費(事業) 16,149 2,440

  通信運搬費(事業) 890 41,767 480

  事務用消耗品(事業)

  会場　借料(事業）

  接待交際費(事業)

  新聞図書費(事業)

  保　険　料(事業)

  諸　会　費(事業)

  租税　公課(事業)

  支払手数料(事業) 1,003 143 143

    その他経費計 56,259 220,174 269,751 96,089 18,202 34,208 0 0 515,926 78,123

      合計 414,834 529,284 359,771 440,888 90,218 109,995 10,895 50,377 774,626 606,345
管理費合計 233,679 264,155 0 203,205 60,958 50,806 10,164 60,958 264,155 579,123
法人税住民税 105,470 118,350 0 93,460 26,960 24,100 6,850 26,960 120,060 258,570
当期経常増減額 261,581 227,811 22,129 162,447 81,464 47,199 38,091 121,305 △ 2,741 1,045,834

4

科目
30インフ
ラ地図

31山北パ
ンフ

32山田
ラッピン

グ

33最上デ
ザイン

34八幡平
パンフ

35会津高
校ﾊﾟﾝﾌ

36多賀城
表紙

37.20周
年記念誌

38PIN
39花巻ハ
ザード
マップ

経常収益 13,200 301,400 253,000 1,202,300 497,200 703,164 197,890 0 554,400 3,344,000

（人件費）

  給料　手当(事業) 9,872 47,196 37,978 181,031 153,850 140,182 34,496 190,506 204,961 539,131

  役員　報酬(事業)

  臨時雇賃金(事業) 23 20 92 36 50,053 25,017 8,120 251

    人件費計 9,872 47,219 37,998 181,123 153,886 190,235 59,513 190,506 213,081 539,382

（その他経費）

  外　注　費(事業) 38,500

  諸　謝　金

  印刷製本費(事業) 59,008 200 4,024 1,550 333,866 1,250

  会　議　費(事業)

  旅費交通費(事業) 300

  車両燃料費(事業)

  通信運搬費(事業) 300 33,320

  事務用消耗品(事業)

  会場　借料(事業）

  接待交際費(事業)

  新聞図書費(事業)

  保　険　料(事業)

  諸　会　費(事業)

  租税　公課(事業)

  支払手数料(事業) 143 143

    その他経費計 0 59,308 38,843 4,024 1,550 143 0 367,186 300 1,250

      合計 9,872 106,527 76,841 185,147 155,436 190,378 59,513 557,692 213,381 540,632
管理費合計 0 71,114 60,958 284,486 111,756 162,558 50,806 0 132,082 772,156
法人税住民税 1,370 31,300 26,270 124,860 51,630 73,020 20,550 0 57,570 347,290
当期経常増減額 1,958 92,459 88,931 607,807 178,378 277,208 67,021 △ 557,692 151,367 1,683,922

[税込]（単位：円）

[税込]（単位：円）
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2025 年度 事業別収支の状況 

2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 

 

  

科目
40くらし

の足
41震災冊

子
42亘理町
概要版

43横手イ
ラスト

法人営業 合計

経常収益 58,789 194,700 2,600,000 115,500 91,850 51,207,906

（人件費）

  給料　手当(事業) 29,521 43,031 367,355 55,328 153,311 13,596,150

  役員　報酬(事業) 1,440,000
  臨時雇賃金(事業) 3 17 17,967 10 31 1,048,992

    人件費計 29,524 43,048 385,322 55,338 153,342 16,085,142

（その他経費）
  外　注　費(事業) 550,000 5,032,500

  諸　謝　金 50,000
  印刷製本費(事業) 3,789 7,600 21,907 2,508,535
  会　議　費(事業) 832 47,697
  旅費交通費(事業) 65,800 1,445,189
  車両燃料費(事業) 16,303 119,258
  通信運搬費(事業) 96,091
  事務用消耗品(事業) 12,596
  会場　借料(事業） 707,018
  接待交際費(事業) 13,550
  新聞図書費(事業) 2,530
  保　険　料(事業) 500
  諸　会　費(事業) 5,000 5,000
  租税　公課(事業) 1,150
  支払手数料(事業) 143 2,026 9,616

    その他経費計 3,789 0 557,743 0 111,868 10,051,230

      合計 33,313 43,048 943,065 55,338 265,210 26,136,372
管理費合計 10,164 50,806 599,444 30,485 101,572 10,571,872
法人税住民税 6,110 20,220 270,010 11,990 0 4,485,600
当期経常増減額 9,202 80,626 787,481 17,687 △ 274,932 10,014,062

[税込]（単位：円）
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2025 年度 損益計算書 

2025 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日まで 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 

  

[税込]（単位：円）

科目 収益以外の事業 収益事業 合計

（売上高）

正会員受取会費 36,000 0 36,000

受取補助金 7,453,113 0 7,453,113

事業収益 381,900 43,193,210 43,575,110

受取講師料等 0 0 0

雑　収　益 9,911 91,850 101,761

売上高　合計 7,880,924 43,285,060 51,165,984

（販売費及び一般管理費）

一般管理費 9,236,771 27,471,473 36,708,244

販売費及び一般管理費　合計 9,236,771 27,471,473 36,708,244

営業利益 △ 1,355,847 15,813,587 14,457,740

（営業外収益）

受取利息収入 41,922 0 41,922

営業外利益　合計 41,922 0 41,922

（営業外費用）

支払利息 0 0 0

　過年度損益修正損 0 0 0

営業外費用　合計 0 0 0

経常利益 △ 1,313,925 15,813,587 14,499,662

（特別利益）

　固定資産売却益 0 0 0

　過年度損益修正益 0 0 0

特別利益　合計 0 0 0

（特別損失）

　固定資産売却損 0 0 0

　過年度損益修正損 0 0 0

特別損失　合計 0 0 0

税引前当期財産増減額 △ 1,313,925 15,813,587 14,499,662

法人税住民税及び事業税 0 4,485,600 4,485,600

当期正味財産増減額 △ 1,313,925 11,327,987 10,014,062

前期繰越正味財産額 △ 7,665,865 41,230,173 33,564,308

次期繰越正味財産額 △ 8,979,790 52,558,160 43,578,370
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【経費参考資料】 

●事業種別の収入額の推移 

2025 年度は、支援協力事業、調査研究・政策提言事業は例年並みの受注額となりましたが、人材育

成・研修事業と情報発信事業での受注額が例年よりも多い年となりました。 

 

 

●収支状況の推移 

2025 年度は、公共交通事業に加えまちひとしごと創生法関連の事業が多かった 2015 年度に次いで収

入額が多くなり、経常利益もそれに伴って増加しました。 
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（３）議案第３号：2026年度事業計画（案）について 

 

１）事業実施の方針 

 今年度もこれまでの住民主体の地域力の維持と向上を基本とした地域運営の組織化や最適化の農泊

を生かした伴走支援をベースに地域支援に取り組んでいきますが、近年の農村ＲＭＯの高まりを受けて、

コミュニティ支援だけでなく、農用地の保全と活用に関わることも当センターのオリジナルの役割であ

ることを意識し、より積極的に関わっていきます。 

さらに、地域コミュニティ×農村交通を支える人材育成を発展させ、人材の派遣体制の構築にも取り

組んでいきたいと考えています。 

昨年度拡大したデザイン業務を受けて、人材も増やしとことから、地域づくり、公共交通、中間支援

の 3 本柱を軸に、専門的な知見に基づいたデザイン支援を継続します。業務にあたっては、依頼者の漠

然としたイメージを対話から汲み取り、本質的な意図を具体化する「翻訳」としての役割を重視してい

きます。また、修正指示等の背後にある意図も考察し、指示通りのもの、指示通りではなくとも意図を

汲んだもの等、複数の選択肢を提示して最適な着地点を提案することで、実効性の高いデザインも提供

していきます。AI 技術が進展する中、人間同士の対話に基づく細やかな配慮や調整を強みとし、支援し

ていきます。 

 

（2026 年度の活動テーマと対象地） 

◆地域運営力の向上による農村・農業のまるごと保全の実現 

  伊手振興会×一般社団法人いであい 

  浄法寺太田、白河市旗宿、五島市山内、加美町鹿原（農村 RMO）  他 

 

◆中間支援人材の育成と派遣体制構築 

 モビリティ人材育成（国土交通省「交通空白」解消等リ・デザイン全面展開プロジェクト） 他 

 

◆デザインによる多様な地域支援の実現 

 各種公共交通情報誌 

 地域づくりビジョン 他 
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２）事業の実施に関する事項 

2026年度は支援・共同事業で 10,453千円、人材育成・研修事業で 9,524千円、調査研究事業で

16,093千円、情報発信業務で 7,054千円、合計 43,124千円の契約額を目標としたく、ご提案します。 

2026 年度事業計画（案） 

2026 年 4 月 1 日から 2027 年 3 月 31 日まで 

「非」印は非営利事業 「●」印は契約済み 「new!」新規業務 

  

種類 事業内容 予算額 (千円) 

Ａ 

支
援
・ 

協
働
事
業 

地
域
支
援 

長崎県五島山内地区 農村ＲＭＯ推進支援業務 979  

秋田県横手市吉田地区 地域活動支援業務 500  

奥州市伊手地区 地域活動支援業務 1,000  

協
働
支
援 

二戸市浄法寺太田地区 農村ＲＭＯ形成支援業務 638  

福島県白河市旗宿地区 農村ＲＭＯ推進支援業務 4,334  

青森県八戸市是川地区 地域交通支援業務 500  

他業務 2,502 小計 10,453 

Ｂ
人
材
の
育

成
・
研
修
事
業 

モビ・マネ人材バンク創設事業 9,524  

   

   

  小計 9,524 

Ｃ 

調
査
研
究
／
政

策
提
言 

田野畑村 公共交通調査等支援業務 671  

宮城県蔵王町 地域公共交通計画策定調査業務 5,566  

岩手町 地域公共交通計画策定調査業務 4,939  

大槌町 地域公共交通計画策定調査業務 2,750  

山形県庄内町 公共交通ネットワーク調査検討業務 2,167 小計 16,093 

Ｄ 

情
報
発
信 

地
域 

応
援 

奥州市伊手 チラシデザイン業務 46  

紫波町佐比内 ＮＰＯ紹介パンフレットデザイン業務 50  

公
共
交
通 

山田町 交通周知チラシ作成業務 358  

山田町 ＡＩデマンド交通ＭＡＰ作成業務 591  

山田町 タクシー券作成業務 50  

山形県村上市山北地域公共パンフレット修正業務 341  

西和賀町ＡＩデマンドＭＡＰ修正業務 264  

西和賀町バスラッピングデザイン業務 33  

西和賀町 公共交通ガイドブック作成業務 737  

大槌町 公共交通広報資料修正作成業務 116  

滝沢市 コミュニティバス情報発信業務 261  

八幡平市 地域公共交通計画印刷印刷 203  

中
間 

支
援 

Ｐサポ葛巻 社員名刺印刷 10  

岩手県 ＮＰＯ情報誌「ＰＩＮ」 539  

他業務 3,455 小計 7,054 

計   43,124 
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（４）議案第４号：2026年度活動予算（案）について 

2026年度の予算案をご提案します。 

 

2026 年度 活動予算（案） 
2026 年 4 月 1 日から 2027 年 3 月 31 日まで 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 
(1/2) 

 

  

[税込]（単位：円）

科目
2025年度決算

①
2026年度予算

②
差額

②－①

Ⅰ　経常収益

１．受取会費

    正会員受取会費 36,000 51,000 15,000 

　　受取助成金 7,453,113 9,524,106 2,070,993 

    事業　収益 43,575,110 33,600,000 △ 9,975,110 

    受取講師料等 0 100,000 100,000 

    受取　利息 41,922 50,000 8,078 

    雑収益 101,761 0 △ 101,761 

経常収益  計 51,207,906 43,325,106 △ 7,882,800 

Ⅱ　経常費用

１．事業費

(1)人件費

      給料　手当(事業) 13,596,150 16,735,628 3,139,478 

      役員　報酬(事業) 1,440,000 600,000 △ 840,000 

      臨時雇賃金(事業) 1,048,992 887,513 △ 161,479 

        人件費計 16,085,142 18,223,141 2,137,999 

(2)その他経費

      外　注　費(事業) 5,032,500 5,133,240 100,740 

      諸　謝　金 50,000 547,200 497,200 

      印刷製本費(事業) 2,508,535 2,199,100 △ 309,435 

      会　議　費(事業) 47,697 40,355 △ 7,342 

      旅費交通費(事業) 1,445,189 2,830,404 1,385,215 

      車両燃料費(事業) 119,258 100,900 △ 18,358 

      通信運搬費(事業) 96,091 1,102,000 1,005,909 

      事務用消耗品(事業) 12,596 10,657 △ 1,939 

      会場　借料(事業） 707,018 416,290 △ 290,728 

      広告宣伝費（事業） 0 0 0 

      接待交際費(事業) 13,550 11,464 △ 2,086 

      新聞図書費(事業) 2,530 2,141 △ 389 

      保　険　料(事業) 500 423 △ 77 

      諸　会　費(事業) 5,000 5,000 0 

      　租税　公課(事業) 1,150 973 △ 177 

      支払手数料(事業) 9,616 8,136 △ 1,480 

      雑　　　費(事業) 0 40,000 40,000 

        その他経費計 10,051,230 12,448,282 2,397,052 

事業費  計 26,136,372 30,671,423 4,535,051 
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2026 年度 活動予算（案） 
2026 年 4 月 1 日から 2027 年 3 月 31 日まで 5 

特定非営利活動法人 いわて地域づくり支援センター 
(2/2) 

  

[税込]（単位：円）

科目
2025年度決算

①
2026年度予算

②
差額

②－①
２．管理費

(1)人件費

      　給料　手当(管理) 3,097,850 3,813,172 715,322 

　　　　役員報酬 60,000 100,000 40,000 

      　法定福利費 2,673,384 3,291,000 617,616 

      福利厚生費 20,320 40,000 19,680 

        人件費計 5,851,554 7,244,172 1,392,618 

(2)その他経費

      業務委託費 66,000 66,000 0 

      印刷製本費 6,000 6,000 0 

      外　注　費 20,000 20,000 0 

      会　議　費 19,408 19,408 0 

      旅費交通費 24,560 24,560 0 

      車　両　費 158,950 250,000 91,050 

      通信運搬費 221,924 221,924 0 

      事務用消耗品 276,620 321,920 45,300 

　　　備品消耗品 107,940 50,000 △ 57,940 

      水道光熱費 209,494 209,494 0 

      地代　家賃 792,000 792,000 0 

      接待交際費 10,000 10,000 0 

      新聞図書費 44,000 44,000 0 

      減価償却費 0 770,000 770,000 

      保　険　料 144,980 144,980 0 

      中退共掛金 528,000 768,000 240,000 

      諸　会　費 1,375 1,375 0 

      リース　料 20,856 20,856 0 

      租税　公課 2,034,770 1,562,000 △ 472,770 

      雑　　　費 5,200 5,200 0 

      支払手数料 28,241 28,241 0 

        その他経費計 4,720,318 5,335,958 615,640 

          管理費  計 10,571,872 12,580,130 2,008,258 

       経常費用  計 36,708,244 43,251,553 6,543,309 

          当期経常増減額 14,499,662 73,553 △ 14,426,109 

Ⅲ　経常外収益

    経常外収益  計 0 0 0 

Ⅳ　経常外費用

　　過年度損益修正損 0 0 0 

    経常外費用  計 0 0 0 

      税引前当期正味財産増減額 14,499,662 73,553 △ 14,426,109 

      法人税、住民税及び事業税 4,485,600 72,000 △ 4,413,600 

          当期正味財産増減額 10,014,062 1,553 △ 10,012,509 

          前期繰越正味財産額 33,564,308 43,578,370 10,014,062 

          次期繰越正味財産額 43,578,370 43,579,923 1,553 
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（５）議案第５号：役員報酬について 

 

１）代表理事の役員報酬について 

代表理事の役員報酬につきまして、以下の内容を踏まえ、月額 50,000 円とすることをご提案申し上

げます。 

 

●法人全体の運営管理、事業の方向性の決定、財務の監督など、組織全体を統括。 

●各業務において適切な遂行が図られるよう、全体を俯瞰した専門的知見に基づく助言・指導。 

 

２）監事の役員報酬について 

監事の役員報酬について、以下の業務を対象として、年額 100,000 円とすることをご提案いたしま

す。 

 

●定例会議への出席（年 2 回） 

●総会前会議への出席 

●理事会への出席 

●総会への出席 

●年 1 回の監査業務 

 

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 
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（６）議案第６号：役員改正について 

 

【提案理由】 

役員の任期満了に伴い、定款第 4 章第 17 条第 1 項に基づき、役員の改選を提案いたします。 

 

前 理事  新 理事 

代表理事 広田 純一 
 

代表理事 広田 純一 

常務理事・理事 若菜 千穂 常務理事・理事 若菜 千穂 

理事 佐藤 重昭 理事 佐藤 重昭 

理事 菅原 由紀 理事 菅原 由紀 

理事 細田 真理子 理事 大瀧 英知 

理事 大瀧 英知 理事 下黒沢朝光 

理事 下黒沢朝光 監事 熊谷 智義 

監事 熊谷 智義  （敬称略） 
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２．報告 

 

（１）職員体制について 

当法人の事業基盤の強化および次世代への継承を目的として、本年度より新たに正規職員 1 名を採用

いたしましたので、ご報告いたします。 

当該職員は地域づくり、デザイン業務の担い手としての育成に加え、会計業務等についても段階的に

習得を進めてまいります。 

 

職員紹介 

氏名 五十嵐 優姫 

出身 盛岡市 

関心分野 地域づくり、デザイン 
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（２）賃金規定の見直しについて 

職員の処遇改善および意欲向上、ならびに社会情勢への適応を目的として、以下の通り規程の改訂し

ておりますのでご報告します。 

 

①通勤手当の改定： 近年の燃料価格の高騰等の状況を鑑み、職員の負担軽減を図るため、実情に即し

た支給基準への見直しを行いました。 

１Ｌあたり 170 円、１Ｌあたり 10km の燃費と仮定して計算し直しました。 

 

改正前 

第５条 通勤手当は、自宅から事業場までの距離が片道２km 以上の職員に対し、下記の通り支給す

る。途中入社の場合は、1 ヶ月の出勤日を 22 日として日割り計算（円未満切り上げ）とする。 

片道の距離 1 ヶ月当たりの支給額 

２km 以上５km 未満 2,000 円 

５km 以上 10km 未満 5,000 円 

10km 以上 15km 未満 7,000 円 

15km 以上 20km 未満 9,000 円 

20km 以上 25km 未満 11,000 円 

25km 以上 30km 未満 13,000 円 

30km 以上 15,000 円 

 ＊使用人兼務役員は、この規定を準用する。 

 

改正後 

第５条 通勤手当は、自宅から事業場までの距離が片道２km 以上の職員に対し、下記の通り支給す

る。途中入社の場合は、1 ヶ月の出勤日を 20 日として日割り計算（円未満切り上げ）とする。 

片道の距離 1 ヶ月当たりの支給額 

２km 以上５km 未満 3,400 円 

５km 以上 10km 未満 6,800 円 

10km 以上 15km 未満 10,200 円 

15km 以上 20km 未満 13,600 円 

20km 以上 25km 未満 17,000 円 

25km 以上 30km 未満 20,400 円 

30km 以上 23,800 円 

 ＊使用人兼務役員は、この規定を準用する。 

 

 

(資料)国税庁による通勤手当の非課税限度額 令和８年４月１日改正 

2km 未満：全額、3～10km：4,200 円、11～15km：7,300 円、16～20km：13,500 円、21～25km：19,700 円、26～30km：

25,900 円、31km～35km：32,300 円、36～40km：38,700 円… 

となっているため、限度額を超えた分は課税対象となります。 
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②報奨金制度の新設： 職員の専門性向上と外部発信を奨励するため、デザインコンペ等の外部公募に

おける入賞者に対し、その成果を称える報奨金制度を新たに設けました。 

 

改正前 

規定なし 

 

改正後 

（報奨金） 

第 14 条 報奨金は、通常の給与のほかに支給するものであり、その適用範囲は報奨金ごとに定める。 

２ 入社３か月未満の社員に対しては、本規程は適用しない。ただし、特別の場合はこの限りでない。 

３ 報奨金は、原則として月末締切りの翌月 10 日払いとする。 

４ 報奨金は下記の基準により支給する。 

種類 報奨金 

社外コンペ・公募 最優秀賞・採用 30,000 円 

社外コンペ・公募 上位入賞 10,000 円 

 

③賞与の上限額の設定：理事会において、業績状況を踏まえた職員への還元について意見があり、賞

与支給に関する運用について確認・検討を行いました。その結果、業績に応じた賞与支給は可能であ

る一方、適切な運用を明確化する観点から、賃金規程に賞与支給額の上限（基本給４か月分）を定め

る改訂を行いました。 

 

改正前 

（賞与） 

第2条 賞与は、3 月末時点で 6 ヶ月以上勤続し、且つ以後継続勤務可能な正職員に対し、5 月中に支

給する。ただし、法人の業績著しい低下、その他やむを得ない事由がある場合にはこの限りで

はない。 

  ２ 支給額は、法人の業績をベースに、職員の勤務成績等を考慮して各人ごとに決定する。 

 

 

改正後 

（賞与） 

第3条 賞与は、3 月末時点で 6 ヶ月以上勤続し、且つ以後継続勤務可能な正職員に対し、5 月中に支

給する。ただし、法人の業績著しい低下、その他やむを得ない事由がある場合にはこの限りで

はない。 

  ２ 支給額は、法人の業績をベースに、職員の勤務成績等を考慮して各人ごとに決定する。ただし、

年間の支給額は、基本給の４か月分を上限とする。 
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（３）退職金規定の見直しについて 

 

退職金規程における掛金月額の算定表について、従来は 4 万円刻みとしておりましたが、区分が細分

化されていたため、運用の簡素化および実務上の分かりやすさの向上を目的として、賃金の５％程度を

掛金月額とすることはそのままに、5 万円刻みに見直しを行いました。 

 

改正前 

【別表】月額基準 （賃金の５％程度） 

賃金（基本給） 掛金月額 

～16 万円未満 8,000 円 

16～20 万円未満 10,000 円 

20～24 万円未満 12,000 円 

24～28 万円未満 14,000 円 

28～32 万円未満 16,000 円 

32～36 万円未満 18,000 円 

36～40 万円未満 20,000 円 

40 万円以上 22,000 円 

 

改正後 

【別表】月額基準 （賃金の５％程度） 

賃金（基本給） 掛金月額 

～15 万円未満 8,000 円 

15～20 万円未満 10,000 円 

20～25 万円未満 12,000 円 

25～30 万円未満 14,000 円 

30～35 万円未満 18,000 円 

35～40 万円未満 20,000 円 

40 万円以上 22,000 円 
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（４）2026年 5月の会員数について 

 2026 年 5 月 13 日現在の会員数は以下のとおりです。(加入日順)  

 正会員 18 名  

 

 № 氏名 理事・会員 所属  

 1 広田 純一 理事 岩手大学名誉教授  

 2 若菜 千穂 理事 いわて地域づくり支援センター  

 3 佐藤 重昭 理事 徳清倉庫 株式会社  

 4 菅原 由紀 理事 岩手県  

 5 細田真理子 理事 
盛岡市教育委員会学校教育課（城南小） 
会計年度職員（スクールアシスタント） 

 

 6 朝倉 文恵 正会員 日本生活協同組合連合会  

 7 大瀧 英知 理事 株式会社 総合設計研究所  

 8 吉村 彩 正会員 いわて地域づくり支援センター  

 9 下黒沢 朝光 理事 SECOM株式会社・任意団体森守の盛  

 10 瀬戸 紗希 正会員 北上市役所  

 11 太田 陽之 正会員 株式会社Ｐサポ東北  

 12 北村 直理 正会員 有限会社 KBC、農事組合法人 赤沢水稲  

 13 葛巻 徹 正会員 NPO法人花巻市民活動支援センター  

 14 福井 誠司 正会員 前岩手県議会議員  

 15 藤原 瑞枝 正会員 雫石町役場  

 16 中村 恭香 正会員 NPO 法人いわて NPOフォーラム 21  

 17 外柳 万里 正会員 大阪公立大学大学院（博士後期課程）  

 18 熊谷 智義 監事 合同会社地域計画  

（敬称略） 

退会者 

  廣田 悠人 正会員 岩手県庁  

  近村 功一 正会員 シニアパワーいわて  

（敬称略） 

 


